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学 位 論 文 題 目 

 

小型底曳網漁業の労働実態の把握と改善に関する研究 

 

我が国には多種多様な漁業種類やそのバリエーションがあるが，単独または少人数で営まれる沿岸漁

業における労働環境の管理は，船ごとに当事者の裁量によって行われており，組織的に系統だった管理

にはなっていない。本研究で対象とした小型底曳網漁業は，我が国を代表する沿岸漁業種類の一つであ

るが，漁獲から出荷に至る一連の作業のほとんどを空間と人員の限られる船上で行わなければならない

等の特徴から，漁業従事者の身体的負担が大きい作業が多く発生している漁業種である。そこで本研究

では，小型底曳網漁業における船上作業の特徴を，定量的および定性的に分析評価し，効果的な労働改

善の方策を見出すことを目的とした。 

得られた成果は以下の通りである。 

1) 全国 8 地域（島根県大田市，愛媛県今治市，広島県廿日市市，三重県桑名市，大阪府岸和田市，千

葉県銚子市，三重県鈴鹿市，愛知県南知多町）で操業している小型底曳網漁船の船上作業を調査し，主

要な作業に要した時間や作業時の身体負担を OWAS 法により分析し，船上作業の特徴を定量的に明ら

かにした。調査した全ての事例において，漁獲物選別作業に最も多くの時間を要しており，また同作業

時の身体負担は作業台の使用の有無により大きく変わることを示した。 

2) 小型底曳網漁業者が自覚する身体負担を把握するため，三重県・赤須賀漁協，三重県・鈴鹿市漁協，

愛知県・豊浜漁協に所属する漁業従事者を対象に，筋骨格系症状に関する質問紙調査を実施し，身体負

担の傾向を把握した（132 名分の回答）。小型底曳網漁業者において自覚症状の訴えの強い身体部位は

腰と目であり，その主な要因は，腰については劣悪な作業姿勢，目については漁獲物選別作業にあると

考察した。特に漁獲物選別作業では，多種多様な入網物の選り分けに多くの時間と労力を要しており，



これを短時間かつ身体負担の少ない方法で行える方策を見出すことが，小型底曳網漁業の労働環境を改

善する重要なポイントとなることを示した。 

3) 漁獲物選別作業時の身体負担を軽減する具体的な改善方策として，小型底曳網漁船に作業台を導入

し，漁獲物選別作業時の作業姿勢と作業効率の改善効果を検証した。作業台導入前には良好な作業姿勢

の割合はわずか 3.2%であったが，作業台の導入により上半身の前傾姿勢が改善され，良好な作業姿勢の

割合は 93.5%にまで向上したことからその有効性が確認された。 

本研究では小型底曳網漁船の労働環境の効率的な改善のために取り組むべき課題を展望し，漁業者が

安全かつ快適に働ける漁業生産システムの実現に向けたビジョンを提案した。さらに，技術的な側面か

ら近年発達の著しいシミュレーション技術を活用し，仮想空間内で作業動線の良否を定量的に検証する

技術を応用すれば，作業動線を考慮した甲板上設備配置の検討を効率的に行うことができ労働環境の改

善に有効であることも示した。本研究で示した労働環境の改善方策は，漁業の労働生産性を向上し産業

としての健全性を確保する上で不可欠であり，漁業の持続性に大きく寄与するものと判断される。よっ

て審査員一同は申請者が博士（水産科学）の学位を授与される資格のあるものと判定した。 


